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ト）への応募＞ 

                            ２００６年１１月２３日 

環境省環境保健部石綿健康被害対策室御中 

 

          働くもののいのちと健康を守る全国センター 理事長 福地 保馬 

 

「石綿の健康被害にの救済に関する法律施行令の 

一部を改正する政令案の概要」についての意見 
 

 石綿による健康被害は、石綿が国民の健康にとって有害であることを知りながら、石綿

を輸入し石綿製品を製造し販売した大企業群と、それらを規制しなかった国によってもた

らされました。したがって石綿による健康被害の救済に関わる費用は石綿関連大企業、国

が負担するのが妥当であり、労災適用事業主等から「一般拠出金」として広く徴収するの

は適切ではありません。 

 「石綿による健康被害の救済に係わる事業主負担に関する検討会」の報告によりますと、

石綿による健康被害の救済に関わる費用は平成１９年度から年額９０億５千万円で国、自

治体の負担をのぞいて７３億８千万円が事業主負担となっています。そのうち「石綿の使

用量、指定疾病の発生状況その他の事情を勘案して政令で定める」とされた特別事業者は

わずか４社で、その負担額は３億３千８百万円にすぎません。 

 政令案（３）で示されている特別事業所の要件については、①の「石綿の使用量」を「石

綿の取扱量」とあらため輸入業者も含め１トンという基準を下げること、②の中皮腫によ

る死亡者数の人口１０万対０．５５３人の基準もさらに低く設定すること、③の肺がん・

中皮腫の労災認定が１０件以上であることの要件をさらに低く設定して、特別事業者を増

やす事が必要です。また政令案（４）で示されている特別拠出金の算定方法を一社あたり

の拠出額をさらに増額するようあらため、全体として石綿関連大企業の拠出を増やすこと

が必要です。 

 石綿による健康被害の救済に関する法律によって救済された被害者はなお少数であり、

救済額も低く、改善が必要です。石綿ばく露による中皮腫、肺がん等は潜伏期間の長い疾

患であり、こんごさらに被害が拡大していくことを考えれば、被害者救済のための財源の

確保は重要な課題です。最初にも述べましたが、国と石綿関連大企業の責任を明らかにし

て十分な財源を確保し、健康被害者に対する十分な補償をする制度の確立が必要です。 

 


